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表 1 国民扶助・補足給付受給者〈グνー ト・プリテγ) (単位 1，000人)
国民扶羽 補足給付
l95a1196a 119-6D 5 193D 6196a7)196a 8196a91E70 9
退職年金受給者φ 767 1，075 1，239 1，631 1，619 1，682 1，7日81，745 
その他0)年金年齢以上り者 202 220 196 187 187 178 167 156 
失業保険受給者 33 45 34 77 日6 73 71 73 
その他の失業者 33 86 78 102 138 147 157 166 
疾病・廃疾給付受給者 121 134 149 156 164 172 170 164 
その他の疾病廃疾者 98 133 138 142 146 150 156 159 
扶養児童をもっ6日歳未満女子 41 76 108 125 142 157 177 191 
国寡民婦保険受給中の60歳未満 86 58 55 59 60 61 63 63 
その他 81 17 15 16 17 17 19 20 
合 計 I "岨21，884加 2I 2，495 2，5日 2，6372，6田丸738
註1)12月末幻翌年1月末 3) 1月末的国民保険量枯中の60歳以上の寡漏を古むg
資料 CentralS出出caIOffice，品cialTrends， 197仏 1971.
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表2 悶民扶助を受給する国民保険受給者の割合
1951 1961 1965 1966 1968 1969 1970 
失業給付 16% 14% 13% 15% 20% 23% 19% 
疾病給付 13 13 12 14 14 14 15 
退職年金。 22 22 22 29 28 28 27 
















困者を最低の生存費以下の者とみる考えは， ブー ス， ラウ Y トリの貧困調査"
以来の伝統であり， 貧困の歴史的社会的性格を無視"している点で問題であれ
貧困者数を著し〈過少評価する結果となっていることを看過してはならない。
1) SociaZ Insurance and Allied島町ices，Report by Sir W. Beveridge， 1942， Para， 457 
2) Charles Booth， Lグー andLabour uf l恥 F即 ，plein Lundon， 4 Vυ]t:l. 1889-91. B. Se出血田
Rownt日 eの189S年， 1936年， 1目。年の言 ク調査は，それぞれ，次の書にまとめられている。
B. S. Rowntree，Poverty.. A止udyofT，即日1 Life， 1901; Poverty and Progr町 s，194-1; 
Poverty即 ldthe Welfare品白山 (withG. R. Lave四)， 1951 
3) ζの点を批判(ラウンlリ 批湘Dしたも由として，昌記 P.TUWllt:lt:nu，‘Mea;ouring Puv!:!r 
ty，' British Journal of SocioZogツ， 1954 



















表 3 ヨ ク両調査の貧困原因比較
|貧困者の割合
貧困原因 卜一一一「一一一一←
11936 I 1950 
主たる賃金所得者の失業 28.6% 。%
常用労働者四低賃金 32.8 1.0 
そり他労働者の低賃金 9.5 。
老 齢 14.7 6".1 
主たる賃金所得者の死亡 7.8 6.4 
疾 す甫 4.1 21.3 
その他 2.5 3.2 
資料 Rowntreeand Lavers， P，町田"tyand 
the Weijare State， p.35 
う形で1954年 P タウンセγ トによって着手されへ以後主としt学者による貧
困研究が相ついで学術雑誌に掲載され， 1965年の BrianAbel-Smithと Peter




4) Brian Abel-Smith and Peteで Townsend，The Poor and the Pooγ'est， 1965， p.9 
5) B. S. Rowntree and G. R. Lavers， Po-verty 田~d the Weijare State， 1951 
6) P. Townsend， .加leasuringPoverty: ot正"
7) この点については拙陥「イギリスにおける昔困問題と社会保障JW日本労働協会雑誌Jl1972年
12月参照@
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特殊な場合になったJ"'とのべて以来， ミカエノレ・ハリント Yの「もう一つのア
メリカーアメリカ合衆国の貧困Jl(Michael Harrington，刀ieOther America， Pm町 ty
in the (0白山dStates， 1962)をはじめとする移しい数の貧困研究と貧困調査を生
みだし，貧困を再発見させた事情と似ている。
以 F，少し極貧者の存在とその内容について見ておきたい九
















世 荷 人 民 世 帯 人 員
数 % 数 % 数 % 数 % 
100以下 48 18 149 27 119 32 258 止b
100← :19 162 62 287 52 114 31 270 28 
120ー 139 55 21 112 20 137 37 450 46 
-& ~t 上二お5了寸函T5岨 1 1∞1 370 1 1叫 9781 曲
資料 The Poor and the Poorest， p. 4. 
8) J-K G市lbraith，The A.t百~uent 品ciety， p. 323.鈴木哲太却訳297ページR
9) やや詳しくは前掲拙稿参風



















































資料 The Poor and the Poore叫 p.58より作成.
1960 1960 
0.9% 152千人 471千人
0.9 101 471 
2.0 354 1，048 
2.8 709 1，467 
2.4 709 1 ，~57 
2.fi 911 1.310 




世帯員数 i1%354l 1960 〔低消費支出1 〔低所得〕
1 38.6% 52.1% 
2 9.6 18.2 
3 4.9 7.5 
4 4.6 6.4 
5 5.4 10.0 
6+ 11.5 25.2 
全世帯 10.1 17.9 







16歳以上 | 年齢計5-15 5以下
1953-54 83.1 10.5 6.4 100.0 
100以下
1960 66.9 21.1 12.0 100.0 
1953-54 68.3 23.2 8.5 100.0 
100-119 
196白 79.7 14.6 5.7 100.0 
1953-54 69.1 19.6 11.3 100.0 
12口-139




20.2 9.9 100.0 




実数 1 % % 実数 I % ・態割合別)〔に%対〉する
老齢退職 223 68.8 657 20.4 398 49.3 33.9 
疾 病 14 4.3 73 2.3 58 7.2 19.1 
失 業 10 3.1 31 1.6 43 5.3 31.7 
ノミー ト・タイム 15 4.6 72 :::!.~ 29 3.6 20.8 
フノレ・タイム 64 19.6 2.392 74.1 279 34.6 2.7 
計 間 100.01 3，225い肌Of 8司1雨| 10.1 






さを物語って余すところがない。 これはイギり 1 の勤労者の33.9%の将来に待
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表9 低所得世帯の人々の所特源泉， 1960年




(1) な し 350 
(2) 年金以外の国家給付 100 6.6 ， 35.4 




(1) な し 275 
(2) 牛 金 8 0.5 ， 23.1 




(1) な L 534 
(2) 午 金 25 1.6 ， 41.5
(3) 年金以外の国家給付 74 4.8 






































AB アトキγ ソ γの「イギリ λ における貧困と社会保障の改草~ (A， B， Atkin-
回 n，Poverty in Britain and the Reforrn of. Social Security， 1969)が最も注目される。
アトキンソンは，エーベノレ スミスとタウンセンドの196日年の貧困者の推計
(総人口 0)3.8%)， コウとスターク(1.Gough and T. Stark)の1963年の推計 (9.4%)，
アトキγソン自身の1966年と67年の推計 (3.7%と3.5%)を検討し， これらの推
10) Brian Abel.Smith and Peter Townsend， Glρ cit.， p.38 
11) Ibid.， p. 49 






で，エーベノレ スミスとタウンヒンドの貧困水準ではない。アトキンソ Y の推
計は年次の限定がなく不正確であるが， 1960年代を通じて極貧者の数を大まか
に算定したものといってよい。












ところ 0967年の T.U. C.大会は，週15ポンド以下の低所得を正式に低所
得 (low-paid)と規定即したが， ζれは，夫婦と子供2人 (5歳未満と10歳未満〉の
世帯の補足給付(その他の手当を合む〉の純可処分所得(13+!ンド 9シリング10垢ベ
γス， -1968年10月〉よりわずか週 1ポンド 10シリング1Y，ベYス多いだけで，夫
婦と子供3人 (5鼠 10歳， 15:歳未満各l人〕の世帯のそれより 16シリ Yグ7Y，ペン
12) A. B. Atkin由民 Pover，旬拙 Britainand the Reform of品cialSecurity， 1969， p. 38 
13)， 14) lbtd， pp. 42-43 
l!i) T. U. C. Annual Coηl.ference Report， 1968， pp. 567 f 
10 (356) 第110巻第6号
表10 産業別低賃金労働者(フノb ・タイム〉の割合 (1968.9)
週15ポンド未満労働者 時労間働者あたり7-8シリング末満
男子|女子 男子筋肉労働者|女子筋肉労働者
事働里l職員|事働r:1職員 7M18シル 7シル 1;シノレ未満未満未満未満
全 産 莱 9、4J9679』4J6% 8、6J2696855596 10.9% 25.6% 82.8% 91.2% 1、~
農 合フ併に 36.6 64.4 80.0 
鉱 業 10.3 1.7 7.6 20.7 
製 造 業 4.6 2.6 83.6 70.0 6.5 17.3 79.5 89.9 
建 設 業 4.6 4.4 64.8 6.6 24.4 
ガス・水道・電気 1.3 2.0 55.7 3.2 18.2 
運輸・通信業 4.5 5.6 4θ6 48.1 7.4 23.9 41.6 66.5 
商 業 19.4 6.2 91.5 71.9 20.9 42.6 91.2 95.4 
金融保険業 28.7 6.4 63.1 26.4 43.4 
専門的科学的サービス業 30.4 7.0 92.8 41.7 24.2 53.4 92.2 96.3 
その他サ ピス業 25.0 6.3 92.4 19.9 31.5 48.7 92.0 95.3 
公 務 21.3 4.9 75.8 38.5 18.8 41.8 77.5 c 87.7 
注〉時間賃金は，週金血寺間皆同とした場合"1時間あたり賃金，したがって7ジリングは週14ポン
ド. 7シリソグ6ヘンスは15ポンド， 8シリングは16ポンドとなる。フルタイム成人勢働者。
資料官esultof a nC'W SUπJey of carnings in品予知品c-r，1968.' I El刑 oployment& Producti 



































の割合は， 7.9%から14.4%へはねあがるへ また 6ベンス、多い時間当り 8シリ
ングを(週16ポンド〉基準にすれば， その比率はさらに飛躍的に上昇する叱




Pilot， 1967 14.6ポY ド 17.2ポY ド 20.8ポンド 26.2ポγド 33.4ポY ド
• FES， 1967 14.2 17.0 20.9 26.2 33.4 
フノレ・タイム成人女子
Pilot， 1967 76 4.~ 11.1 13.4 17.1 
FES， 1967 7.2 8.8 10.8 14.1 18.9 
表12 1週あたり稼得
|第1・向型1・竺F函玉吉4.一陣10・m










資料 D.P. E. ibid.， p. 15 
16) Department of Employment and Productivity， A National M回開閉n Wage. An 
Inquuツ 1969，p. 1 
17) A. B. Atkinson， 0，ρ cit. p. 87 
18) lhid.， p. 91 
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週収入は表12のとおりで， これを週40時間労働として時間当りそれぞれ6γ リ
ング〔週12ポンド)， 7シリソグ〔週14ポγ ド)， 8、ンリング(週16ポンド)， 9、ンリ
ング〔週18ポンド〕を基準と甘れば，それ以下の勤労者の劃合は表13のごとくで
ある。 1968年 9月調査に比べて1967年家言|調査 (F.E. S与の低所得者の比率が










熟練組立工 13日1 44.6 6.7 
その他熟練工 127.5 47.0 7.3 
半熟練工 110.1 46.5 8.0 
単純労働者 95.8 46.5 8.5 
規模lO(}---49人
熟練組立主 137.1 46.3 7.5 
その他熟練工 137.9 46.2 7.3 
半熟練工 114.9 46.3 7.8 
単純労働者 100.6 46.2 7.8 
規模500人以上
熟練組立工 164.2 4日3.8 5.7 
その他熟練工 166.4 43.4 5.0 
半熟練工 145.5 44.9 6.8 
単純労働者 114.4 45.6 7.5 
注 1970年4月現在町賃金調査，
資料 r-E刑!pl~町 rnent & Productivity Gazett J 
19) K. Coat白 and R. Silburn， Poverty; The Forgotteヲ包 Englishη問~， 1970， p.50. 
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表15 産業別成年男子労働者の週当り実収賃金，労働時間および残業手当の割合
|実収賃金中の割合 実収賃金 | 労働時間
戸石育長正覧車弓震|瓦軒頭車
産 業 言「 69(9l〉96 l6(3〉% 
製造業計 66(91) 16 (3) 
非製造業計 73(91) 17 (2) 
農林水産業 78(-) 1O(ー〉
鉱 業 78(94) 15 (4) 
建 設 業 69(91) 19 (3) 
ガス・電気・水道 76(94) 13 (3) 
運輸・通信業 66(88) 22 (8) 
分配流通業 77(87) 13 (2) 
金融保険業 84(83) 11 (2) 
専門的科苧的サービス業 79(97) 15 (1) 
その他のサ ピス業 80(89) 12 (3) 
公 務 79(96) 14 (2) 
注 カッコ円は非筋肉男チ労働者の基本結と盛業手当四割合
資料 I Employment & Productivit:少 GazettJ
ポンド えミンド
26.8 35.8 45.8 39.1 
28.5 36.7 45.4 395 
25.1 35.3 46.3 38.8 
20.3 47.3 
26.2 41.2 
26.9 37.7 48.0 40.8 
26.0 36.6 44.3 39.2 
28.5 34.9 49.0 42.1 
22.7 30.7 45.5 40.7 
22.9 39.7 44.5 37.0 
22.4 37.1 45.0 34.2 
21.9 32.2 45.8 42.1 












20) K. Coates and R. SIlbum， o.φcit.， p. 55 



























21) A. B. Atkinson， o.ρ cit.， pp. 8Eー7
ヒ λ惇守党政府と社会冊陣 く361) 15 
























22) selectivityは普遍性 (universal凶m)の原則に対するもので，ニ ドの存在を証明することに
よってはじめて給付を行うもりで，個別的選別的サ ピ λの原則でゐ札後者は国民に無差別平
等に適用される普遍的包括的サー ビスの原則である.
23) I労働党大会と提守党大会り社会揖障論議」 社会保障研究所『海外社会眠障情報 Nu.5， 
1969， 1， 10-11へジ。


















サービスの改善J(Better品同句'cesfo1' Mentally R叩 dicapped)が発表され，障害
者り特定の者に新らたに現金給付が提供される ζ とになり，っついて ζの午10
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身体障害者用の71のセンタ と31の合同センターであった剖J
III Wage stopと家庭所得補足法
1970年成立し， 1971年日月から実施された家庭所得補足法 (Fa:m均 Income























2<1)イギリス社会県匹。動向 j~'海外苫会 ~:;;î苦情報Jl No. 18. 1972. 4. 14ヘ ク事犀L
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のいない約5方4千世帯の人々，合計約19万世帯(約50万人の児童を含む〉である。



























25) r所得補足法霊提出J，海外社会保障情報.sNo. 14， 1971， 4， 9-11ベーヰノ。
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26) rストライキと社会保障法案Jv'海外社会保障情報JNo. 15， 1971， 7， 11-13へ 三人ザ
三一ス保守党政府と社吉田主草 (:)6η"' 
賄うことがjEしいとしても， 補足給付決定の際A 収入として認定しない額を
4.35ポγ ドから 1ポノドに引下げることは， 矢張り低賃金労働者に対するさび


























が国民扶助を請求しなかったJ(A.B.A此loson，O.ρcit.， p. 190)ことを思えは， 年金R号越の
重要性はおのワから明らかである白






















以)) .Vationa1 SUterannuat臼 nand Soc叫 lInsuranι'c，Protosals for Earning-Related 80-
"'βfδι'U門 ty，1969. Cmd. 3883 
労働党は1957年5月に『園民退職年金老齢者保障のための労圃党の政策Jl(National Su•ρ町一
郎間叫削n-Labour'sPoli叩 for品出向。 inOld Age)を発表して退職年齢改革の端緒を
つくの，これにつついて保守党政府は1958年1月『老齢者保障 国民保険制度の将来の発展』白
書世rOVlSωnj町 GldAge， '1'he F'uture D回 elo.ρmentof the Nat悶 wlInsura匁ce&he 
me， 1958， Cmd. 538)を発表して， 1961年4月から所得比例。段階的年金を実施したDである。
31) st何 tegyfor Pension-The Futurc工田Jclopmenl01' State and Occupational Provi 
sion， 1971. Cmd. 4755 
ヒ ス但守党政府と社会保障 (出9) 23 
の実質的価値維持の方策を講ずる。 (4) 公的年金の財政を健全な基礎におく。





















拠出額は対象所得の12.5%で， 事業主は7.25%. 本人は5.25%であり， いずれ
も源泉徴収される。国庫負担率は現行のままの労使拠出総額の18%である。
公的年金を補足する職域年金の設立要件は. (1) 退職年金の額が，加入者
32) Occupational Retire.ment Pensionsについては， cf. V. N. George， Social Securitシ Be
veridge and After， 1968， pp. 166-96 
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の各人年J[¥e(課税対決沿与)の 1% (女子の場合は0.7%)以上であること。 (2) 加
入者の在職中の死亡に対しては，本人分の年金の 2分の lの金額の寡婦年金
(または 1 時金1 のを給があるこ王。(~) 年金受給中の者が死亡Lたときに，そ
の2分の lの({f!の遺族年金が支給されること。 (4) 年金の実質的価値が，生計
費指数にスライドまたは支給開始後毎年一定率づっ増額その他によって維持さ
れること。 (5) 既裁定年金および要件とされる水準の年金について寸分な資金
の積立てが行われていることである。この職域年金の財政が積立方式によって
いることはいうまでもない。
以上の要件をみたした職域年金に加入していない者に，政府管掌の所得比例
年金が適用されるが，加入は21歳以上で，拠出は給与(成年男子平均賃金の1.5倍
までの部分〉の 4%で，本人が1.5%，事業主が2.5%で，年金額は所定の地出に
対し拠出払込み時の年齢によって決まる。支給年齢は公的年金および職域年金
同様男子65歳，Y;子60歳からで 2分のlの寡婦年金がある。ここで注意すべ
きは，事業主の拠出は損金になるが，本人の拠出は課税所得から控除されず，
また乙の政管の比例年金制度には政府の補幼はなく，財政的に自立したものと
なるとし、うことである。
自営者の拠出は，年収 1，000ポンド宋満の者は 律定額，1，000ポンドをこえる
者は他に 1，000ポンドを越える部分〔男子平均賃金の1.5倍が限度〕の 5%が加わる。
以上，改革案白書にみられる立場は，公的年金制度の発展・充実を通して，
国民的最低限としての老齢退職年金制度を確立する方向ではなし低い公的年
金色実質自力価値維持の閃難な積立金方式に立脚L.，しかもいまだ十分な制度
的発展をとげていない問題点の多い企業年金によって補足しょ弓とする方向で
あり，その意図が年金財政の節約にあることは明らかである。年金制度の抜本
的解決は，保守党の改革案によって大き〈後退したといわねばならない。これ
が実現すれば，今後ますます多くの退職年金受給者が補足恰付に走らざるをえ
なくなるであろう。
